



Introduction of the Documents on the Process 
with Amendment to the Law of Child Welfare
Keiichi Sakurai
（全体解説）
　50年ぶりといわれる児童福祉法の大幅な改正が
97年6月になされた。これはこの十数年来懸案と
なっていた保育所措置制度改革をはじめとして，
“豊かな”少子時代の現状に合わせた当面の児童
福祉改革の性格を持つものであり，情報公開に基
づく利用者への施設選択権の付与をはじめとし
て，規制緩和，地方分権の流れを反映した福祉全
体の「改革」の方向を先取りしたものとしても注
目すべき内容を有するも｛Dである。改正された児
童福祉法の全体的考察については筆者はすでに別
のところで検討しているので（日本社会福祉学会，
40周年記念誌），本稿では関連するその改正過程に
関する資料を紹介しようとするものである。
　児童福祉法改正過程関連資料は，中央児童福祉
審議会での議論経過および衆・参両院での議事録
や各党の参考人招致とその意見陳述等は，イソ
ターネットを通じてほぼ事態の推移と同時並行的
に発表されている。さらにまた，法改正後半年を
経た今日では，日本保育協会等の保育団体等から
関連資料集が別に公表されている。しかし残念な
がら，それらは厚生省から公表された「結果」資
料であり，肝心な法の決定過程に関する資料では
ない。筆者がここで紹介しようとするものはそれ
ら公表されているもの以外で，筆者自身が今回の
法改正過程にかかわって入手した資料の中から，
児童福祉法の原案が参議院（今回の改正案は，参
議院先議）に提出されることになる経過で最も重
要と思われる97年3月5日付けの与党3党の確認
案＝「児童福祉法の改正案に関する三党確認
（案）」＝下記資料1，の形成過程にかかわる厚生
省と各政党の確認文書を中心に，その確認に至る
関連資料を収録，紹介しておきたい。
　3党確認案は，児童福祉法改正にかかわっての，
その後の衆参両院での法改正時の付帯決議の内容
とほぼ共通するものであり，平成10年度予算が最
終合意される時に，その「確認案」に踏まえてと
いうことが社民党からことさら強調されたよう
に，今後の児童福祉のあり方の根本にかかわって
極めて重要と思われる文書である。本資料はとり
わけ，「確認案」の中の3．今後の検討課題　とさ
れた事項の具体的内容を明らかにするものであ
る。今後における保育（福祉）政策の立案過程の
研究および保育運動の資料の一としても活用され
ることを期待して紹介しておく。
生活科学科生活福祉専攻
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資料1
児童福祉法等の改正案に関する三党確認（案）
　　　　　　　　　　　　平成9年3月5日
　　　　　　　　　　　　与党児壷福祉法改正に関する
　　　　　　　　　　　　プロジェクトチーム
　自由民主党，社会民主党，新党さきがけは，児壷福祉法等
の一部を敬正する法律案を第140回通常国会に提出するに当
たり，下記のとおり確認する。
　　　　　　　　　　　記
1．子育て支援に対する国民の共通認識を鴛るよう努力し，
早急に小子化対策の確立，エンゼルブランの拡充を図る。
また，公費につU・ても積極的に対応するよう検討する。
2．平成10年度予鈴編成において，次の事項について適1のに
対処する。
（1｝保育料については，これまでの経過を踏まえ，現行の水
　箪より後退しないよう配慮する。また，低年齢児及び中
　間所裕層に十分配慮する。
②延長保育については1現行制度の突態を尊重し，緊急保
　育対策等5か年事業の突現を図るため利用者の利便に
　配慮したものとする。
3．次の亦項については，引き続き検尉を進める。
（1）児壷の権利に関する条約との関係も含めた児童福祉法
　の理念・あり方について
②児壷に対する禁止行為等につし｛ての法改正について
㈲保育所と幼稚園のあり方について
〔4）最低垂準のあり方について
㈲夜賄保育や小規模保育所等について
（6》認可外保育所への対応｝こついて
（7）教護院の公設民営化について
（8｝児童扶獲手当制度の改正たついて
資料2（解説）
　今回の法改正に当たっての内容上の問題につい
ては，中央児童福祉審議会の中間報告を受け，（そ
れとはかなり無関係に）厚生省と自由民主党の社
会部会児童問題小委員会（持永和見委員長）との
間では，平成9年2月14日の「児童家庭福祉制度
の改革について」＝資料2の抜粋参照で基本合意
に達していた。厚生省はこれ以後，法案審議時間
を逆算して3月上旬に国会に改正法案を提出する
ことがぎりぎりと踏んでいた。そのため自由民主
党との合意形成後，急遽与党である社会民主党，
さきがけと公に協議を開始し，合意のとりつけ作
業に着手していったのである。残されている時間
はわずか2週間であった。3党確認案は，この自
民党と厚生省の合意事項の修正作業であったこと
が分かる。’
資料2
自民党児童問題小委員会「児童家庭福祉制度改革について」
（「保育改革部分の抜粋＝r保育界」，平成9年4月号より転
載）
保育改革について
　（1｝保育所入所の仕組みを，現行の市町村の行政処分によ
　　る方式から，利用者自らが保育所を選択する方式に改め
　　る。
（2｝保育所の運営費に係る国の負担金制度は今後とも堅持
　する。
｛3）保育料は応能負担方式から年齢別の保育費用等を勘案
　　した負担方式に改める。この場合，乳児にかかる保育料
　について配慮するとともに低所鴛者等に対する負担軽
　減措置を講ずる。．
（4）放諜後児壷クラブ寮業を法制化する。
㈲保育所において，宙業主婦家庭も含め幅広く子育て相
　談に応じられるようにする。，
（6）法律改正の他，次の措置についても検討する必要があ
　る。
　・保育時間の延長や保育所の一時的な利用については，各・
　施設の創意。工夫により保護者の希望に即応し，弾力的
　なサービス提供ができるようにすること
・地域の爽惜を踏まえ，老人福祉施設，文教施設等を含め
　他の公共施設との間で広範な連携，共用化ができるよう
　にすること
・認可外の保育施設への適切な指導等を行うこと　　　一一
・保育所の迎営等について，地域性や民間施設の自主性に
　配慮して定員の関係も含め，弾力化を進めること
｛7）教育改革プログラムに示された，保育所。幼稚園の検討
　は，厚生省・文部省において速やかに着手すること。
資料3～4（解説）
　中央児童福祉審議会に児童福祉法の法律案要綱
を示し，児童福祉法の改正もとめる諮問がなされ
たのは2月21日，そしてその答申をうけたのは2
月26日のことであった。中央児童福祉審議会に示
したものは法案の要綱に過ぎず，法案そのもので
なかったこと，肝心の保育料が示されていなかっ
たことも委員や保育関係者には大きな疑問であっ
た。（法案そのものは，3月4日にようやく与党の
調整会議に示された）
　自民党との合意に達した後，厚生省は形式的作
業として中央児童福祉審議会や社会保障制度審議
会に改正案要綱を諮問し，答申を得る作業をおこ
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なう一方で，与党調整会議の場を中心に，さきが
けや社民党との合意形成に奔走している。以下の
資料3～9は全てそれらに関連するものである。
　資料3は，さきがけからの改正にあたっての検
討事項として厚生省に示されたものである。子育
て支i援，相談および保護者の就労の多様化にあわ
せた「夜間保育所」対策の充実を求めること，ベ
ピーホテルなどめ情報開示も求めていること，中
堅所得層を中心とした保育料対策など，自民党案
を修正し，3党確認案の文言につながっていった
ことが分かる。
　資料4は，要望をまとめさらにそれに対する厚
生省の回答である。
資料3
児童福祉法改正の検討事項
　　　　　　　　　　（最終要望）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　新党さきがけ
【保育所に関する都項】
L保育所への入所の仕組みに関する事項（第24条関係）
（1）現行法39条1項の「保育に欠ける」を削除し，「保育を
　必要とする」に改める。
②第39条に第3項として「保育所は地域の児童の健全育
　成をはかるため子育ての支援を行うことができるもの
　　とする」を入れる。
㈲保育所への入所手続きの「保育所は保護老に代わって
　申し込みを行うものとすること」という表現は不適切で
　　あり，「保護老は保育所を経由して申し込みを行うこと
　　ができる」とすべきである。
2．保育所による情報提供及び保育相談に関する事項
　第48条の2項の保育所の保育内容に関する惜報提供なら
びに乳幼児の保育に関する相談業筋は歓迎するが，同時に共
同保育所，ベビーホテル，癖業内保育所，’病院内保育所など
の無認可保育所についても，地域住民に保育内容などについ
ての情報公開を嚢務づけるべきである。
3．措置費（運営費）に関する亦項
（1》措置費に代わる運営費については，現在の水鄭を下回
　　らないものとする。
（2）延長保育，乳児保育，一時的保育事業等に穣極的にとり
　　くんでいる保育所がさらにその保育を充契するために
　　は，現在の描置費体系を利用者の視点から見直すことが
　必要である。
　ω延長保育，一時保育，病時保育などに対する支援策
　　現行の11時間，またそれ以上の開所時間を日常的に実
　　行している保育園に対しては，現行のr開所時間延長
　　促進亦業補助金」を下回らない運営費を加算分として
　繰り入れる。
（B）夜間保育
　夜間保育は働く母親の就労支援より，悲惨な状態にあ
　る乳幼児の健全な発達を保障する側面が強い。母子家
　庭も多く，経済的に貧しい階層が多い。その意味で夜
　間保育所には福祉的観点から，厚く支援をする必要が
　ある。
（a）夜間保育所あ場合には，開所時間，保育単価，保母の
　配置，．ケースワーカーの配置，保育料，放繰後児童対
　策等に独自の位置づけが必要である。宿泊保育，日曜
　祝日保育等の新たな機能が必要である。
（b）保護者の応益負担は，無理である。
4．保育料に関する事項
（1｝保育料は年齢別の均一体系が保護者に過重な負担を与
　　えないように，とりわけ低年齢児および中堅所得者層に
　配慮した体系とすること。
②夜間保育園や長時間保育の利用老が多い保育所では，
　一般的な利用時間を越えた部分を保護者の全面負担と
　　しないこと。
　｛3｝保育所の通常の開所時間（8時間～11時間分）｝ま施設長
　　がさだめるものとし，その部分を措置費（運営費国即負
　　担金）の対象とする保育時間とすること。
5．ベビーホテル等無認可保育所に関して
　近年，O　・－1歳児を中心に，都市部では保育所に入所でき
ない児童が急増している。その間隙をぬって，保育内容，施
設設備に問題が多いペピーホテルが再び増加している。（平
成4年，420ヵ所，11774人が平成8年には511ヵ所，13910人）
　〔1）保育所に入所を希望する待機児童の解消
　②ベピーホテル等への立ち入り調査，特に保育内容，衛生
　　状態等に関する結果の公開。
　㈲可能な限り早く共同保育所，ベビーホテル，事業内保育
　　所，病院内保育所等を認可保育所化していく。
6．最低基準の改善
（1）最低基翠の改正を子どもの視点からの，豊かな時代に
　あった必要な敬正を行なうこと。O－－1歳を中心とした
　保母の受け持ち人数の改正および保育所の児童一人あ
　たり面積の改善は急筋である。
（2｝都市部を中心に分園方式を認め，既存の社会設備を活
　用する。
7．小規模保育所等に関して
（1）過疎地域などでは保育所の最低基準，施設基準を改正
　　し，15人定度でも認可保育所とする。
｛2）保育を必要とする児童が15人以下の市町村に於いて
　　は，学壷保育，高齢者介護，障害者福祉等と合同の福祉
　　サービス，例えば「小規模地域福祉セソター」において
　対応する。福祉サービスの多機能化が可能になるよう所
　用の法改正を行う。
8．保母の養成と資格に関して
保母の資格，養成制度を，保育所の地域子育て支援セソ
ター化にみあったものとして改める。
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【教護院に関する事項】
　現在教護院はほとんどが公設だが，長期的には公設民営化
を検尉する。
【児童扶養手当制度の見直しに関す為事項】
　離婚母子家庭への児童扶獲手当については，社会的公正の
確保の観点から，離婚した父から支給した手当の費用の全部
又は一部を徴収できる仕組みの導入について，理論・爽務面
の対応を含め検討すぺき。
資料4
新党さきがけの検討事項に対する考え方について
厚生省　2月27日回答
【保育所に関する事項】
1．保育所への入所の仕組み
に関する蛮項
　第39条に第3項として
　「保育所は地域の児童の健
全育成をはかるため子育て
の支援を行うことができる
ものとする」を入れる。
2．保育所による情報提供及
び保育相談に関する凛項
　第48条の2項の保育所の
保育内容に関する憶報提供
ならびに乳幼児の保育に関
する相談業潴は歓迎する
が，同時に共同保育所，ベ
ビーホテル，事業所内保育
所，病院内保育所などの無
認可保育所についても，地
域住民に保育内容などにつ
いての情報公開を義務づけ
るぺきである。
3．措置費（運営費）に醐す
　る寮項
（1）措羅費に代わる運営費に
　ついては，現在の水準を下
　回らないものとする。
（2）延長保育，乳児保育，一時
　的保育察業等に積極的にと
　りくんでいる保育所がさら
　にその保育を充突するため
　には，現在の措置費体系を
　利用者の視点から見直すこ
　とが必要である
考え方（厚生省）
　御指摘の趣旨を踏まえた改
正を行うべく検討していたと
ころである。
　認可外保育施設についても
情報公開を行政指導で行うこ
とができないか検討してまい
りたい。
　中央児童福祉審議会から御
指摘の趣旨の報告を頂戴して
おり，これを踏まえ対応して
まいりたい。
ω延長保育，一時保育など
　を積極的に行う保育所に
　は自主亦業化を促進する
　基盤整備的な事業を契施
　する。
⑧夜問保育
　夜間保育は働く母親の就
　労支援より，悲惨な状態
　にある乳幼児の健全な発
　達を保障する側面が強
　い。利用者には母子家庭
　も多く，経済的に貧しい
　階層が多い。その意味で
　夜間保育所には，福祉的
　観点から厚く支援をする
　必要がある。
　（a）夜間保育所の場合に
　　は，開所時間，保育単
　　価，保母の配置，ケー
　　スワーカーの配置，保
　　育料，放課後児童対策
　　等に独自の位置づけが
　　必要である。宿泊保育，
　　日曜祝目保育等の新た
　　な機能が必要である。
（b）保護者の応益負担は，
　　無理である。
4．保育料に関する凄項
（1｝保育料は年齢別の均一体
　系が保護者に過垂な負担を
　与えないように，とりわけ
　低年齢児童および中堅所得
　者層に配慮した体系とする
　こと。
（2｝延長保育の利用者に過分
　の負担がかからないこと。
㈲保育所の通常の開所時間
　（8時間～11時間分）は施
　設長が定めるものとし，そ
　の部分を措置費（運営費国
　矩負担金）の対象とする保
　育時間とすること。
5．ベビーホテル等無認可保
育灰に関して
　近年，O－－1歳児を中心
に，都市部では保育所に入
所できない児童が急増して
いる。その間隙をぬって，
保育内容，施設設備に問題
が多いベピーホテルが再び
増加している
（平成4年，420ヵ所，11774
人が平成8年には511ヵ所，
13910人）
　具体的にどうしていくかに
ついては，平成10年度予算で
検討させていただきたい。
　夜間保育所については，そ
の利用者の状況からいろいろ
と困難な面もあると聞いてい
る。
　関係団体からも御意見を伺
いながら対応を検討してまVr
りたい。
　御指摘を十分に念頭に置き
ながら来週（3／2の週）お
示しさせていただきたい。
　特に低所得者に配慮して対
応を検討してまいりたい。
　現在も国庫等の負担金で対
応しているところである。
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（1》保育所に入所を希望する
　待機児潅の解消
（2｝ベビーホテル等への立ち
　入り調査，特に保育内容，
　衛生状態等に関する結果の
　公開。
㈲可能な限り早く共同保育
　所，ベビーホテル，事業所
　内保育所，病院内保育所等
　を認可保育所化していく。
6．最低基準の改善
（1）最低基準の改正を子ども
　の視点からの，豊かな時代
　にあった必要な改正を行う
　こと。O・－1歳児を中心と
　した保母の受け持ち人数の
　改正および保育所の児童1’
　人あたり面積の改善は急務
　である。
〔2）都市部を中心に分園方式
　を認め，既存の社会設備を
　活用する。
（3）寝・食・遊の空間の分離を
　する。
　今回の制度改正で利用しや
すい弾力的な保育システムに
することや，緊急保育対策等
5か年亦業で基盤整備を図っ
ていきたい。
　立ち入りなどのための体制
の充実を検討させていただき
たい。
　結果の公開についても検討
さ・せていただきたい・
　御指摘の点についても，検
討させていただきたい。
7．小規模保育所等に関して
Cl）過疎地域などでは保育所
　の最低基準，施設基準を改
　正し，分園方式を導入する
　こと。
（2｝保育を必要とする児童が
　15人以下の市町村に於いて
　は，学童保育，高齢者介護，
　障害者福祉等と合同の福祉
　サービス，例えば「小規模
　地域福祉セソター－Jにおい
　て対応する。福祉サービス
　の多機能化が可能になるよ
　う所用の法改正を行う。
8．保母の養成と資格に関し
　て
　保母の資格，養成制度を，
保育所の地域子育て支援セ
　ソター化にみあったものと
　して改める。
　法案提出後，すみやかに中
央児壷福祉審議会で御議論を
いただきたいと考えている。
【教護院に関する事項】
　現在教護院はほとんどが公
設だが，長期的には公設民営
化を検討する。
　分園方式について検酎させ
ていただきたい。
法改正が必要かどうかはあ
るが，検討させていただきた
いo
　保母の資質向上策について
検討させていただきたい。
　政令事項ではあるが，今後
の検討課題として取り組んで
まいりたい。
【児童扶獲手当制度の見直し
　に関する亦項】
　離婚母子家庭への児童扶養
手当については，社会的公正
の確保の観点から，離婚した
父から支給した手当の費用の
全部又は一部を徴収できる仕
組み等の導入について，理
論・突務面の対応を含め検討
すべき。
　中央児童福祉審議会で検尉
を行うこととしたい。
資料5～6（解説）
　社民党の法改正に対する基本的な考え方および
改正・改善要望，解明を求める点などをまとめた
ものである。「子どもの権利条約」を最初にかかげ
ていること，幼保一元化を求めていく立場などか
なり特色のあるものである。支援する自治労や保
育関係者の要望を踏まえたものであることは言う
までもない。今回の改正および10年度の保育料の
決定過程では，社民党のこうした原則的姿勢がか
なり効をそうしている。
　　資料6はそれらに対するまとめと厚生省の回答
である。厚生省の回答は従来の立場を崩していな
い。しかし34条の改正等，今後の課題が残ってい
ることを厚生省自ら認めていることが分かる。
資料5
　　　　　　　　　　　　　　　　　　1997年2月27日
　児童福祉法改正に対して社会民主党として
改正・改善を求める事項，及び解明を求める事項
〈基本的な考え方〉
　「子どもは歴史の希望」である。「希望」に手間や金を惜し
んでいては未来は切り開けない。中央児童福祉審議会答申に
おいても，「児童の権利に関する条約の理念を踏まえ，　21世紀
の少子高齢社会を担う子どもたちの健全育成姻るため地
域・社会全体で支援するという視点に立」つことの必要性を
述べられている。
　また，少子・高齢社会が進行する中で，「子育て」支援体制
の充実を図るため，政府は平成7年度（1995年度）からエソ
・ピルプラソ・緊急保育対策5ヶ年事業を策定，実施している。
また，中央児童福祉審議会中間報告の中でも，「子どもの最善
の利益」と，「子育て」について「社会的支援の強化」がくり
かえし強調されている。
　今回の児童福祉法改正においては，そうした方向をふまz
た改正を行なうべきである。とりわけ，公費を大幅に増額し
て港盤備の強化が求められる・そのためには・緊急保育
対策5ヶ年事業の着実な実行が求められると同時に，エソゼ
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ルブランを早急に具体化することが必要である。なお，5ヶ
年亦業については，現在地方自治体において児童育成計画の
策定が進められており，その計画を踏まえた改定も必要であ
る。
　「基本的な考え方」をふまえ，社会民主党は以下の点につ
いて改正・改善，及び解明を求める。これらに対しては文櫨
をもって回答されたい。
1．改正・改善を求める事項
（1｝「児童福祉法」という名称については，「子どもの権利条
　約」の批准を踏まえて，「子どもの権利法」に改正する。一あ
　わせて，「児童」を子ど部」にすぺて改める。
（2｝児童福祉法の理念については，「子どもの権利条約」をふ
　まえて，次の内容に改左する。
「子どもは心身ともに健やかに生まれ，h｛つ育つ権利を有
する。また，子どもは例外なく最善の利益を保障される権
利を有ナる」
㈲「児童育礁の責任」を「子どもの育ちを保障する貰任」と
　改正し，内容は次の通りとする。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　●
　「国及び地方公共団体は，子どもの保護者とともに，子ど
　もが心身ともに健やかに育つ共同の責任を負う」
（4）保育
①保育の対象児童を現行は，「保育に欠ける」としているが，
　「保育を必要とする」に改正する。
　　核家族化，出生数の低下等により，育児不安，子育てに
対する不安が広がっており，また小子化の中で，地域で“一
　人ぼっち”で育つ子どもが増えてきている。子どもの豊か
　な成長を保障するためにも共に育ちあう場として，保育所
　の入所対象を拡大すぺきである。
②保育の公費の負担劇合を増して，保育料の軽減を図るこ
　と。
　　エンゼルプランでも，保育料の公平化，軽減を図ること
　としている。具体的な厚生省の調査でも，保育料の軽減を
　求める意見が多い。基本的には公費の負担を増やして，保
育料の軽減を図る方向で検討を求める。
③最低基準の改善を図ること
　　遊び，食事等の生活空間が同一のスペースとなってお
　り，子供たちの生活の質を確保するために，施毅最低基準
　を敢善すること。また，家庭iと保育所の速携による，きめ
細かな子青てを保障するため，20年来据え置かれている職
　員醗置基準のi亥善を医ることr」
④延長保育の拡充を遡ること
　　就業形態が多様化している。また，女姓の社会進出の状
　況，さらに母子家庭などが厳しい労働環擁の中で貌労をよ
　ぎなくされている状況を踏まえて，延長保育については，
　公費投入による拡充を図ること。
⑤認可外保育所について、疲低塑準が遵守できるよう補助
を行なうこと。
⑥放線後児童施策亦業の対象について，すべての子どもを
一対象とすること。
　　保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校低学年
　児童だけを対象として分断するのではなく，障害児，外国
　人等，すべての子どもたちの豊かな育みを保障するため，
対象をすべての子どもとすること。
⑦へき地保育所については，補助金の改善を図ることと併
　せて，パス等の通園に掛かる費用について軽減を図るこ
　と。
⑧小規模保育所の支援
　　地域での保育を保障する観点から，小規模保育所につい
　て補助の拡充を図ること。
⑨一時保育について，利用しやすくするため，さらに補助金
　等の改善を図ること。
㈲幼稚園と保育所の〒元化を目指すこと。
　「幼稚園に入所する子ども」，「保育所に入所する子ども」，
　と子どもを分断せず，また，どちらかを選択できる権利を
　認めて，一元化を目指す方向性を明らかにすること。子ど
　もの育ちは，地域の幼稚園，保育所を活用して保障してい
　くことを法に明記すること。
（6）子どもに対する禁止行為について，子どもの権利条約に・
　従って整理・追加をすること。
①現行の条文は用語として不適切な表現もあり，整理する
　こと。
②性的搾取並びに性的虐待，また性的題材に子どもを使用
　することを禁止すること。
（7）虐待を受けた子どものケア・相談のための機関・施設を設
　置すること。
（8）家庭児産相談室を法制化すること。
｛9）児童福祉施設において，子どもの意見表明権を保障する
　規定を設けること。
㈹今後引き続き検討される児童扶獲手当の費用徴収につい
　ては，まず民法における扶獲義務を優先して検肘するこ
　と。
2．解明を求める事項
て1）保育料の具体的水準について
①保育コストは何なのか，保育コストの算定基礎を明らか
　にせよ。
②「家針に与える影響」をどのように解釈するのか。それは，
　ア）公的負担とのパラソスなのか。
　イ）応能なのか，あるいは，
　ウ）子どもの人数によるものなのか。また，
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多子所帯に対する保育料軽減措置についてどうするのか。
③将来的推計見通しを含あ，具体的な体系と基準額衷を示
　すこと。
④161万人のうち，何人の人が，いくら保育料アップとなる
　のか明らかにすること。
⑤なぜ，公費増によって軽減できないのか明らかにするこ
　と。
②入所にかかわって，市町村が「公平な選考」を行なうこと・
　としているが，具体的に明らかにすること。
また，不服申立ての考え方について明らかにすること。
㈲児童家庭支援セソターの設置と機能・役割について明ら
　かにすること
　児童家庭支援セソターは，養護施設等に設置するとしてい
　るが，子ども・家庭の相談機関として，数的に充分と考え
　ているのか。また，具体的な機能・役割をどう考えている
　のか明らかにすること。
（4）都道府県審議会の現状と今後の機能・役割・運営をどうす
　るのか明らかにすること
　現状の都道府県審議会の開催状況，委員構成等を明らかに
すること。まだ，今後の機能・役割・運営をどのように考え
ているのか明らかにすること。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
資料6
社会民主党の意見に対する考え方について
　　　　　　　　　　　　　　厚生省　97年2月28日回答
意　見（社属党）
1．改正・改善を求め
　る事項
（1｝「児童福祉法」という名称
　については，「子どもの権利
　条約」の批准を踏まえて，
　「子どもの権利法」に改正
　する。あわせて，「児童」を
　「子ども」にすぺて改める。
（2》児童福祉法の理念につい
　ては，「子どもの権利条約」
　をふまえて，次の内容に改
　正する。
　「子どもは心身ともに健
やかに生まれ，かつ育つ権
利を有する。また，子ども
は例外なく最善の利益を保
障される権利を有する」
㈲Tu児童育成の責任」を「子
　どもの育ちを保障する責
　任」と改正し，内容は次の
　通りとする。
　「国及び地方公共団体ei，・
子どもの保護者とともに，
子どもが心身ともに健やか
に育つ共同の責任を負う」
考え方（厚生劣）
（1）から㈲まで
・現行の児童福祉法において
も，児童福祉の理念として，
①児童は心身ともに鰹やかに
育成されるぺきこと，②児童
はひとしくその生活を保障さ
れ，愛護されるべきことが規
定されている（第1条）とと
もに，その理念を具体化する
ため，各種福祉サービスの実
施や児童虐待等の場合の措置
など児童福祉に関する突体的
な規定が整徳されてい義平
成6年にf児童の権利に関す
る条約」を国会が批准した際，
同条約の趣旨ば確保されてい
るという整理がなされたとこ
ろであり，今回の改正1当
たって，理念規定を改正する
ことも検討したが，実現する
に至らなかった。
・今回の法律敢正において
は，伺条約の趣旨の具体化を
図るために，案体的な面で，
次のような改正を行う。
①都道府県児童福益審議会
．に，法律・医学の専総家等
　からなる部会を設け，施設
　入所捲置等に当たつて，モ
　の意見を聴くこと。　一
②施設繍に当たっく認藪
　あ意向を聴取すべきことn
③共雑き家垂の箆童などを
　対象とする放課後発童建全
　育成窪業を法翻イヒす・るこ
　と。
④競行の敵護院や菱護施設
　の機能等を見直し，児藪奪
　鎧立支緩を図るという趣i旨
　を明確化するととも峯こ、驚、
　童自立生活援幼毒業の法謎
　｛とを行うことo
⑤児嶽の濃善の利益堂羅藻
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ω保育
①保育の対象児童を現行は，
　「保育に欠ける」としてい
　るが，「保育を必要とする」
　に改正する。
　　核家族化，出生数の低下
　等により，育児不安，子育
てに対する不安が広がって
　おり，また小子化の中で，
地域で“一人ぼっち”で育
つ子どもが増えてきてい
る。子どもの豊かな成長を
保障するためにも共に育ち
あう場として，保育所の入
所対象を拡大すべきであ
る。
②保育の公費の負担割合を
　増して，保育料の軽減を図
　ること。
　　エソゼルプラソでも，保
　育料の公平化，軽減を図る
　こととしている。具体的な
　厚生省の調査でも，保育料
　の軽減を求める意見が多
　い。（他の社会福祉施設に比
較して，保育にかかる公費
負担割合は非常に低いの
で，負担割合を高め，保育
料の軽減を図る方向で検討
を求める。）
③最低基準の改善を図るこ
　と。
　　遊び，食凄等の生活空間
　が同一のスペースとなって
　おり，子供たちの生活の質
　を確保するために，施設最
低基準を改善すること。ま
　た，家雇と保育所の運携に
　よる，きめ細かな子育てを
保障するため，20年来据え
置かれている職員配置基準
の改善を図ること。
・今後とも，同条約の趣旨を
十分尊重し，制度の適切な運
用を図るとともに，必要な検
討を引き続き行うこととした
いo
・「保育を必要とする」とし
て，入所対象を拡大すること
については，保護老が自ら保
育できる児童に関する公費負
担について理解が鴛られない
のではないか，幼稚園制度と
の関連をどう考えるかといっ
た問題点があり，対応は困難
である。
・定員に空きがある場合に
は，保育所との私的契約で入
所が可能となっている。（ただ
し，保育費用は全額保護者が
負担する。）
。地域や家庭の子育て機能の
低下については，緊急保育対
策等5か年蛮業に盛られてい
る地域子育て支援セソター事
業を推進する等により対応し
ていきたい。
・厳しい財政事情の中ではあ
るが，公費負担を後退させな
いように努力していきたい。
・他の社会福祉施設について
も費用徴収の考え方について
は同様であるが，入所に要す
る斐用等が保育所と異なるた
め，結果的に公費の負担割合
に違いが生じているものと考
えている。　．
・保育所の基準については時
代の要請にふさわしい在り方
について検討したい。蓋準の
在O，方としては，サービスの
質を確保しつっ，効率的な
サービス提供が図られるよ
う，保育所運営の自主性や地
域の契情に配慮して，その弾
力化も含め専門家による包括
的な検討を踏まえて対応した
い。可能な限り速やかに中央
児童福祉審議会での検肘に若
手したい。
④延長保育の拡充を図るこ
　と。
　　就桑形態が多様化してい
　る。また，女性の社会進出
　の状況，さらに母子家庭な
　どが厳しい労働環境の中で
就労をよぎなくされている
　状況を踏まえて，延長保育
　については，公費投入によ
　る拡充を図ること。
⑤認可外保育所について，最
　低基準が遵守できるよう補
　助を行うこと。
・また，保育の質の確保につ
いては，保育内容等について
の情報提供（公開）も有効で
あると考えている。
・通常の開所時間帯（現行午
前7：00頃から午後6：00頃
まで，全国一律）を地域の実
惰に応じて弾力化してなるぺ
く多くの児堂をカパーしうる
ように検討したい。
・現行の延長保育について
は，上記の開所時間帯の弾力
化に合わせ，圓々変動する多
様な保育ニーズに柔軟に対応
し得るような保育システムと
するため，現行の規制（市町
村による実施の承認，対象人
数の制限，時間の制限）を緩
和し，保育所の自主窮業とす
ることを平成10年度予算にお
いて検討する。この場合具体
的な内容については低所得者
の負担増への配慮，自主亦業
への奨励的な公費の投入も含
め中央児童福祉審議会の御議
論も伺いながら検討すること
としたい。’
・保育サービスの安定的確
保，質の確保の観点から，’今
後も認可保育所が保育サービ
ス提供の基本であると考え
る。子供や親の立場に立った
保育システムの弾力化や緊急
保育対策等5か年事業の推進
により，例えば．二重保育や
低年齢児の待機の解消等多様
な保育需要に適切に対応して
いきたい。
・認可外保育施設について
は，安全・衛生面や保育の質
の面の水準確保を図るため，
指導の築効を期していく方策
について今後検討してまいり
たい。
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⑥放縢後児童施策亦業の対
　象について，すぺての子ど
　もを対象とすること。
　　保護者が労働等により昼
　間家庭にいない小学校低学
　年児童だけを対象として分
　断するのではなく，障害児，
　外国人等，すべての子ども
　たちの豊かな育みを保障す
　るため，対象をすべての子
　どもとすること。
⑦へき地保育所にっいては，
　補助金の改善を図ることと
　併せて，パス等の通園に掛
　かる費用について軽減を図
　ること。
⑧小規模保育所の支援
　　地域での保育を保障する
　観点から，小規模保育所に
　ついて補助の拡充を図るこ
　と。
⑨一時保育について，利用し
　やすくするため，さらに補
　助金等の改善を図ること。
　放課後児童健全育成事業を
法制化することにより，地域
の突情に応じた市町村の取組
を期待するとともに，その質
の確保が図られるものと考え
ている。
　放課後児童健全育成事桀の
趣旨目的から「保護者が労働
等により昼間家庭にいない小
学校低学年児童」を対象とし
ているが，本事業の性格に鑑
み，地域の実情を尊重し，柔
軟な対応をしたいと考えてい
る。
㈲幼稚園と保育所の一元化
を目指すこと。
　　「幼稚園に入所する子ど
も」，「保育所に入所する子ど
も」ゼと子どもを分断せず，ま
た，どちらかを選択できる権
利を認めて，一元化を目指す
方向性を明らかにすること。
子どもの育ちは，地域の幼稚
園，保育所を活用して保障し
ていくことを法に明記するこ
と。
・へき地保育所について，引
き続き補助金の改善を図るこ
とや，通園パスに係る補助に
っいて平成10年度予算におい
て検討する。また，基準の弾
力化による分園方式の導入も
検討してまいりたい。
・小規模保育所については，
その運営コストが割高とな
り，そのことが保育料のアッ
プにもつながるので，むしろ
分園方式を検討。
・一椏I保育については，保
育所の自主事業とし，多様な
保ff　a一ズに弾力的に対応し
うるサービス提供を可能とす
るため，平成10年度予算の中
で低所得老の負担増への配
慮，自主事業への奨励的な公
費の投入も含め，中央児童福
祉審議会の御議論も伺いなが
ら検討することとしたい。
・保育所と幼稚園の在り方に
ついては，地方分権推進委員
会勧告，教育改革プログラム
に沿って施設の共用化等につ
いて速やかに文部省と共同で
検討に蒲手することとしてい
る。
（6》子どもに対する禁止行為
　について，子どもの権利条
　約に従って整理・追加をす
　ること。
①現行の条文は用語として
　不適切な表現もあり，整理
　すること。
②性的搾取並びに性的虐待，
　また性的題材に子どもを使
　用することを禁止するこ
　と。
（7）虐待を受けた子どものケ
　ア・相談のための機関・施
　設を設置すること。
①児童の福祉を阻害する行
　為を禁止した児童福祉法第
　34条については，刑法，労
、働基準法，売春防止法等と
　関連があり，その見直しに
　当たっては，刑事法体系全
　体の整合性にも配慮しなが
　ら，関係省庁とも十分連携，
　調整を図る必要があり，今
　後の検討課題であると考え
　ている。
②児童の売買春行為等につ
　いては，刑法，売春防止法，
　児童福祉法など現行法にお
　いて，国外犯の処嗣を含め，
　一定の対応が図られている
　ところである。
　　この問題については，こ
　うした行為を防止するため
　の国際的な協力体制の強
　化，罪刑法定主義との関係
　で行為の定義の仕方，表現
　り自由との関係t，ど広範囲
　にわたり検討を要する課題
　があり，引き続き関係省庁
　と速携して検討していきた
　いe
　虐待を受けた児童について
は，従来より児童相談所で相
談を受け，必要なケアを行う
とともに，児童相談所の一時
保護所や養護施設等の児童福
祉施設において，保護し，ケ
アを行っている。
　今回の改正においては，児
童家庭支援センターを設置
し，関係機関の連携強化を図
るなど虐待の早期発見，早期
対応が可能となるよう地域の
支援体制を充実するととも
に，権利侵害性の強いケース
について，子どもの最善の利
益が確保されるよう，個々の
ケースの対応について，都道
府県児童福祉審議会に設置す
る法律・医学の専門家等から
なる部会の意見を聴くことと
している。
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〔8）家庭児童相談室を法制化す
　ること。
｛9｝児童福祉施設において，子
　どもの意見表明椛を保障す
　る規定を設けること。
㈲今後引き続き検尉される
　児童扶養手当の費用徴収に
　ついては，まず民法におけ
　る扶養義務を優先して検討
　すること。
　家庭児童相談室は福祉事務
所に置かれるものであるが，
児童福祉法上，福祉亦務所の
業務は既に規定されており
（第18条の2），これを改めて
法制化する必要性は乏しいと
考えている。
　今回の改正では，児童福祉
施設への入所に際し，児壷の
意向を聴取すぺきこととし，
児童の権利条約の趣旨の具体
化を図ったところである。
　また，入所中の児童につい
ても，児童の意向が十分尊亜
されるよう児童福祉施設を指
導してまいりたい。
　児童扶獲手当制度について
は，社会的公正の確保を図る
観点から，支給要件の見直し，
民法上の扶獲責任の検討も視
野に入れた離別した父からの
費用徴収制度の導入等制度改
輩の検討を引き続き行ってま
いりたい。
2．解明を求める事項
口）保育料の具体的水準につ
　いて
①保育コストは何なのか。保
　育コストの算定基礎を明ら
　かにせよ。
②「家計に与える影響」をど
　のように解釈するのか。そ
　れは，
7）公的負担とのバランスな
　のか，
イ）応能なのか，あるいは，
ウ）子どもの人数によるもの
　なのか。また，
エ）多子所帯に対する現行の
　保育料軽減措置についてど
　うするのか。
①保育所の入所後に要する
　費用をいい，具体的には，
　厚生大臣の定める児童福祉
　施設最低基準を維持するた
　あに必要な職員の人件費，
　児童の給食費その他の経費
　である。
・r家計に与える影響」とは，
年齢などにより異なる保育費
用（コスト）を基本として，
それを保護者の負担とした場
合における家計への影響であ
る。保育費用が低ければ家計
への影響は少なく，また，収
入が多ければ家計への影響も
少ない。急激な保育料の負担
増や保育所へ入所している子
どもの人数の影響も考慮する
こととしている。多子世帯に
対する現行の保育料軽減措置
については，継続する方向で
検討している。
③将来的推計見通しを含め，
　具体的な体系と塾準額表を
　示すこと。
④161万人のうち，何人の人
　が，いくら保育料アップと
　なるのか明らかにするこ
　と。
⑤なぜ，公費増によって軽減
　できないのか明らかにする
　こと。
〔2）入所にかかわって，市町村
が「公平な選考」を行うこと
としているが，具体的に明ら
かにすること。
　また，不服申立ての考え方
について明らかにすること。
㈲児童家庭支援センターの
設置と機能・役割について明
らかにすること6
　児壷家庭支援セソターは，
養護施設等に設置するとして
いるが，子ども・家庭の相談
機関として，数的に充分と考
えているのか。また，具体的
な機能・役割をどう考えてい
るのか明らかにすること。
③④制度改正後の国嘩負担
　金の精算基準である保育料
の暫定試算については，与
党の手続きの段階で，提出
したい。
・厳しい財政癖情の一方で，
子育ての社会的支援に関する
国民的合意が確立していない
ことによるものと認識してい
る。
・具体的な選考方法について
は，現在でも，例えば母子家
庭，父子家庭を優先すること
などを指導しているが，市町
村によってはこのような優先
度を点数化して選考している
ところもある。いずれにして
も市町村がルールを定めるこ
とになるが，そのルール自体
についても情報公開すること
を通じて選考の透明挫を確保
していくことを検討中であ
る。
　また，入所に係る不服申立
については，児童の梅利救済
の観点から，市町村に対する
異議串立を可能とする方向で
検討中である。
（3）児童家庭支援セソターは，
児童相談所と運携を図りつ
つ，地域にねざした相談援助
サービスの提供，在宅児童に
対する指導及び関係機関との
連絡調査を一体的に行う施設
であり，これにより地域レベ
ルの相談支援体制を強化し，一
虐待など複雑・多様化してい
る児童や家庭をめぐる問題の
早期発見・早期対応等を図る
ことを目的としている。
　また，その設置に当たって
は，地域社会の中で中心的な
役割を果たしている養護施設
等に付置することにより，効
率的な運営を図ることとして
いる。
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ω都道府県審議会の現状と
　今後の機能・役割・運営を
　どうするのか明らかにする
　こと。
　現状の都道府県審議会の開
　催状況，委員構成等を明ら
　かにすること。また，今後
　の機能・役割・運営をどの
　ように考えているのか明ら
　かにすること。
　なお，児童家庭の相談支援
については，地域における各
毬福祉資源を活用し，相談支
援ネットワークが形成されて
いくことが望ましいと考えて
いる。
　児童の権利に関する条約等
を踏まえ，児童の最善の利益
を確保する観点から，児童相
談所が行う入所措置等につい
て，より客観性と公正性を図
る必要がある。また，児童膚
待等にみられるように，児童
相談所のみで真の解決を図る
ことが困難な事例も増加して
きている。
　今回の改正においては，新
たな行政機関の創設は行わな
いという行政の簡素化の要請
にも応えるため，都道府県児
童福祉審議会を活用し，法
律・医学の専門家等からなる
部会を設け，児童相談所長が
施設入所措置等を行うに当
たって，その意見を聴くこと
とするものである。
　現在，都道府県児童福祉審
議会は，児童福祉関係者，学
識経験者，医療分野関係者等
の委員により構成されている
が，都道府県における児童福
祉施策の企画に重点が置かれ
ており，優良文化財の指定や
里親の認定を除くと年1～2
回開催されているのが通例で
ある。今回の都道府県児童福
祉審議会の部会の設置形態や
運営方法等については，今後
検討することとしているが，
今回の改正の趣旨を踏まえ，
児童相談所の機能が十分に発
揮されることとなるようt：し
てまいりたい。
資料7～8（解説）
　3月3日の時点では，自民党を除いては政党関
係者でも改正法の原文を厚生省から示されていな
かった。新党さきがけの最終段階での自民党およ
び厚生省への要望は，保育所が子育て支援ができ
る施設であることを法律上も明記されることで
あった。関連しての確認事項として保育料，延長
保育，夜間保育，子育て支援セソターや最低基準
の改定問題，小規模保育所等の問題があげられて
いる。
　同様に資料8の社民党の文書は，改正法への「子
どもの権利条約」の趣旨の盛り込み，一公正な選考
のための不服申立制度の盛り込み，子供への禁止
行為の条文改正への言及など，今後の法改正で重
要な点が多い。
資料7
1997年3月3日
児童福祉法改正に対する協議事項
　　　　　　　　　　　　　　　　新党さきがけ
　　　　　改正・改善を求める事項
【保育所への入所の仕組みに関して】　　　　　　　・
　第39条に第3項として「保育所は地域の児童の健全育成を
はかるため子育ての支援を行うことができるものとする」を
入れる。
確認亦項
【保育料に関して】
　保育料は年齢別の均一体系が保護者に過重な負担を与え
ないように，とりわけ低年齢児童および中堅所鴛老層に配慮
した体系とすること。保育所の運営費に係る公費負担の割合
は，これまでどおりの水準を維持するよう毎年の予算要求で
対処する。
【延長保育に関して】
　女性の社会進出の多様化にともない，延長保育．一時保育
などを積極的に行う保育所には自主事業化を促進する基盤
整備的な事業を築施する。その他低所得者の負担増への配慮
も含め中央児童福祉審議会において検討する。
【夜間保育に関して】
夜閻保育については，母子家庭も多く，福祉的観点から厚
く支援すること。
【子育て支援センターに関して】
　子育て支援セソター及び児童家庭支援セソターを住民に
身近な相談の拠点として充実させる。
今後，中央児童福祉審議会において検討する
事項（さきがけ要望）
【最低基準の改善に関して】
（1）最低基準の改正を子どもの視点からの，豊かな時代に
　あった必要な改正を行うこと。0～1歳児を中心とした保
　母の受け持ち人数の改正および保育所の児童一人あたり
　面積の改善は急務である。
（2）都市部を中心に分園方式を認め，既存の社会設備を活用
　する。
一53一
県立新潟女子短期大学研究紀要　第35集　1998
（3）寝・食・遊の空間を分離する。
【小規模保育所等に関して】
　過疎地域などでは保育所の最低基準，施設基準を改正し，
15人程度でも認可保育所とする。保育に欠ける児滝が30人以
下の市町村に於いては，学童保育，高齢者等と合同の福祉
サービス，例えば「小規模地域福祉セソター」において対応
する。福祉サービスの多機能化が可能になるよう所用の法改
正を行う。
【ペピーホテル対策】
　都市部のベビーホテルなど，認可外の保育所で増加してい
る乳幼児などの待機児壷については，認可保育所での受け入
れ体制を整備する。
【教誕院に関して】
学校教育を灘入し，長期的には公設民営化を検討する。
【児童扶養手当制度の見直しに関して】
　離婚母子家庭への児童扶獲手当については，社会的公正の
確保の観点から，離婚した父から支給した手当の費用の全部
又et－一部を徴収できる仕組み等の導入について，理論・実務
面の対応を含め検討すぺき。
㈲公平な選考を担保するためにも，不服申し立てを法的に
　位置付けること。
（6｝幼稚園と保育所の一元化にむけて，引き続き検尉するこ
　と。
4．子どもに対する禁止行為について，子どもの権利条約に
沿って改正すること。今回改正が困難であれば，性的搾取
および唐待とあわせて早急に改正すること。
5．児童扶養手当の改正については，与党内で今後十分協議
　して行くことを確認する6
6．延畏保育等については，市町村事業として位置付け公費
で対応してきた経過を踏まえ，平成10年度の緊急5ヶ年保
育凄業終了時点まで，現行枠組みを基本に今後とも公費を
拡充しながらて対応していくこととする。
資料8
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3月3日
児童福祉法改正に対して与党として確認を求める事項（社民党）
L子育て支援に対する国民の共通認識を再るよう努力し，
早急に小子化対策の確立，エンゼルブランの拡充を図るこ
とを確認すること。また，公費についても積極的に対応す
るよう検討すること。
2．子どもの権利条約に沿った児童福祉法の理念の改正な
ど引き続き改正を図ることを確認すること。早急に次回の
改正に薪手し，成案を提出すること。
3．保育について
｛1｝子育て支援の拡充にあわせて保育の対象児の拡大を図る
　よう検討を引き続き行うこと。
②保育料については，応能負担を基本としてきた経過を踏
　まえ，軽減を図るよう公費負担の増の検討を行うこと。今
　回の法改正により大幅な保育料の引き上げになるようで
　あれば，今回は保育料にかかわる改正については，削除し
　小子化対策・子育て支援の拡充にかかる公費の議論をあわ
　せて法改正を行うこととする。
㈲最低基準の改善に向けて，保育関係団体。市町村。職員の
　参加による検討を行うこと。
（4｝認可外保育所について，待機児童の解消の施策として施
　設・職員の最低基遡の遡守にむけて公的援助などを検討す
　ること。
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